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1.  平成22年12月期第3四半期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期第3四半期 11,005 18.9 248 ― 192 ― 132 627.7
21年12月期第3四半期 9,253 ― △111 ― 1 ― 18 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年12月期第3四半期 22.47 ―
21年12月期第3四半期 3.09 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期第3四半期 11,979 5,405 45.1 917.27
21年12月期 11,791 5,461 46.3 926.83

（参考） 自己資本  22年12月期第3四半期  5,405百万円 21年12月期  5,461百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
   22年12月期（予想）期末配当金には、創立50周年記念配当３円が含まれております。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年12月期 ― ― ― 27.00 27.00
22年12月期 ― ― ―
22年12月期 
（予想）

30.00 30.00

3.  平成22年12月期の連結業績予想（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
   連結業績予想につきましては、本日（平成22年11月11日）公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 15,351 13.3 457 246.2 372 38.3 180 △5.8 30.67



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について
は、[添付資料]Ｐ３「（3）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ３「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期3Q 5,893,000株 21年12月期 5,893,000株
② 期末自己株式数 22年12月期3Q 90株 21年12月期 ―株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 22年12月期3Q 5,892,957株 21年12月期3Q 5,893,000株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、猛暑が奏功し、エアコン、冷蔵庫、飲料等の夏物需要が増し

た他、エコカー補助金終了前の駆け込み需要等の個人消費に支えられ順調に回復を続けてまいりました。一方、世

界経済の減速や円高の進行を背景とした輸出の落ち込みなど景気回復ペースの鈍化も見られる混沌とした状況で推

移いたしました。 

 今後の見通しにつきましては、円高状況の継続、米中の成長鈍化や景気刺激策でもあるエコカー減税、エコポイ

ント制度が終了した後の反動等が懸念材料となり、経済環境は足踏み状態が続くものと思われます。 

 このような事業環境の下、当第３四半期連結累計期間における当社グループは、引き続き、高付加価値製品を中

心とした提案型営業を積極的に推進する一方、徹底した原価低減、経費削減等による収益性の改善に取り組んでま

いりました。  

 生産拠点である長野工場におきましても、受注が好転したことにより、生産高は前年同四半期累計期間と比較し

て大幅に増加いたしました。反面、電子部品の需要が急速に伸びたことにより、部品メーカーの供給不足が発生す

るなど部品の入手に苦慮する状況が続きました。設備投資におきましては、外部機関に委託しておりましたRoHS検

査を自社内に取り込むべく蛍光Ｘ線分析装置を導入いたしました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間における受注高は11,344百万円（前年同四半期累計期間比21.6％増）、

売上高は11,005百万円（前年同四半期累計期間比18.9％増）となりました。 

利益面につきましては、リーマンショック以降の景気低迷に起因する企業の設備投資計画延期により、SSP部門

における一部の大型仕掛工事物件においてたな卸資産評価損を計上したものの、売上の増加、原価低減、経費削減

等により、営業利益は248百万円（前年同四半期累計期間は111百万円の営業損失）、経常利益は急激な円高が進行

したことにより為替差損が63百万円発生した事等により192百万円（前年同四半期累計期間は1百万円の経常利益）

となり、四半期純利益につきましては132百万円（前年同四半期比114百万円増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

SSP（Safety Security Protection）部門 

 防災設備需要に直結する建設業界の受注は民間、公共工事ともに回復傾向にあるものの、受注額は極めて低い水

準となっております。これにともない、受注競争、コスト競争は激化し、採算性も悪化するなど厳しい事業環境が

続いております。 

 このような環境の下、当該部門におきましては、産業分野における特殊防災設備を中心とした積極的な営業活動

を展開した結果、産業用機械装置向け防災機器等においては回復の兆しが窺われており、また、既に設置した消火

設備用ボンベの定期点検要領の法規改正にともない、容器弁検査等に関する見積り、引合いも増加しており、成約

案件も徐々に増加しております。一方、スプリンクラー消火設備及び立体駐車場向け二酸化炭素消火設備等におい

ては、前年同四半期累計期間比で大幅に減少いたしました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間における受注高は3,069百万円（前年同四半期累計期間比20.9％減）、

売上高は2,810百万円（前年同四半期累計期間比26.7％減）となりました。 

  なお、当該部門の営業利益につきましては、一部の大型仕掛工事物件においてたな卸資産評価損を計上したこと

等により、大幅に減少いたしました。 

  

サーマル部門 

今期、デジタル家電等の販売増加にともなう半導体需要の拡大を受け、半導体製造装置メーカー、デバイスメ

ーカーの受注も急速に回復してまいりましたが、第３四半期後半に入り、液晶テレビ、パソコン等の最終需要に減

速感が出てまいりました。これらを背景とし、当該部門の受注、売上は半導体装置用温度センサーや熱板を中心に

前年同四半期累計期間比で大幅に増加いたしました。 

また、温度調節器関係の市場も急速に回復したものの、当社にとって、生産台数の多くを占める海外顧客向け

出荷が急激な円高により伸び悩みました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間における受注高は1,136百万円（前年同四半期累計期間比85.0％増）、

売上高は1,102百万円（前年同四半期累計期間比93.7％増）となりました。 

  

メディカル部門 

 当該部門の主力製品である海外市場向け人工腎臓透析装置は、円高等の影響により販売元から客先への出荷が激

減しておりましたが、販売元の在庫調整が奏功し、客先への出荷も大幅に増加いたしました。これを背景とし当社

の出荷も大幅に増加いたしました。一方、再び急激な円高局面を迎えており、当第４四半期以降、出荷台数への影

響が懸念される状況となっております。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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 以上の結果、当第３四半期連結累計期間における受注高は1,062百万円（前年同四半期累計期間比82.4％増）、

売上高は1,031百万円（前年同四半期累計期間比61.5％増）となりました。 

  

PWBA（Printed Wiring Board Assembly）部門 

当社グループのプリント基板の主な供給先である複写機業界が、国内外ともに好調に推移した事により、当社

グループからの出荷も順調に推移いたしました。 

 以上の結果、受注高は6,075百万円（前年同四半期累計期間比42.9％増）、売上高は6,061百万円（前年同四半期

累計期間比43.9％増）となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間末における資産合計は11,979百万円となり、前連結会計年度末11,791百万円に比べ

188百万円(1.6%)増加しております。主な増加要因は、売上債権回収等にともなう現金及び預金の増加522百万円

(31.2%)、たな卸資産の増加165百万円(6.2%)及び余剰資金の運用にともなう満期保有目的有価証券の取得200百万

円等によるものであり、減少要因は、完成工事未収入金の減少685百万円(50.9%)であります。 

 負債総額は6,574百万円となり、前連結会計年度末6,329百万円に比べ244百万円(3.9%)増加しております。主な

増加要因は、国内子会社及び海外子会社の短期借入金の増加255百万円(21.5%)であります。 

 純資産合計は5,405百万円となり、前連結会計年度末5,461百万円に比べ56百万円(1.0%)減少しております。主な

増加要因は、四半期純利益の増加132百万円であり、減少要因は配当金の支払による減少159百万円であります。 

     

(キャッシュ・フローの状況) 

 当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)の残高は、前連結会計年度末

に比べ322百万円増加し、1,997百万円となりました。 

 当第３四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フローの状況) 

 営業活動の結果獲得した資金は、872百万円となりました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益184百万

円及び売上債権の減少836百万円であり、減少要因はたな卸資産の増加231百万円及び仕入債務の増加287百万円に

よるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フローの状況) 

 投資活動の結果使用した資金は、628百万円となりました。主な増加要因は、投資有価証券の取得による支出243

百万円、預入期間３ヶ月超の定期預金への預け入れ200百万円及び満期保有目的の債券取得200百万円によるもので

あります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フローの状況) 

 財務活動の結果獲得した資金は、112百万円であります。主な増加要因は連結子会社の短期借入金の増加278百万

円であり、減少要因は配当金の支払158百万円によるものであります。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年12月期の業績予想につきましては、平成22年８月３日に公表しました業績予想を修正しております。 

詳細につきましては、本日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

 なお、上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、実際の業績は、今後の様々な要因によって業績予想数値と異なる場合があります。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸を基

礎として合理的な方法により算定しております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。  

２．その他の情報
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②固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している有形固定資産の減価償却費は、当連結会計年度に係る額を期間按分して算定しておりま

す。  

③法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、原則的な方法によっておりますが、繰延税金資産の回収可能性の判断に

関しては前連結会計年度以降に大幅な経営環境変化がない事、かつ、一時差異等の発生の状況に著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックスプランニングを利用しておりま

す。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用しております。 

 これにともない、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。この変更による損益への影響は軽微であります。 

 また、工事原価総額等が工事収益総額を超過すると見込まれる金額について、前連結会計年度までは、「未成工

事支出金」と相殺しておりましたが、第１四半期連結会計期間より「工事損失引当金」として計上しております。

この変更による損益への影響はありません。  
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,197,018 1,674,972

受取手形及び売掛金 3,509,279 3,745,107

完成工事未収入金 661,877 1,347,021

有価証券 200,105 －

製品 231,233 195,391

原材料 1,519,816 1,403,701

仕掛品 296,662 299,944

未成工事支出金 618,823 602,140

その他 175,932 71,187

貸倒引当金 △3,531 △4,201

流動資産合計 9,407,216 9,335,266

固定資産   

有形固定資産 1,066,762 1,150,209

無形固定資産 64,845 59,069

投資その他の資産   

その他 1,457,792 1,270,028

貸倒引当金 △17,145 △23,458

投資その他の資産合計 1,440,646 1,246,569

固定資産合計 2,572,255 2,455,848

資産合計 11,979,471 11,791,115

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,052,083 3,293,931

工事未払金 234,274 391,713

短期借入金 1,443,370 1,188,150

1年内償還予定の社債 200,000 －

未払法人税等 159,026 64,718

賞与引当金 127,248 －

役員賞与引当金 13,500 －

工事損失引当金 3,242 －

その他 527,682 384,779

流動負債合計 5,760,426 5,323,293

固定負債   

社債 － 200,000

長期借入金 300,000 300,000

役員退職慰労引当金 54,228 49,648

退職給付引当金 427,177 426,330

その他 32,260 30,016

固定負債合計 813,666 1,005,995

負債合計 6,574,093 6,329,288
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 996,600 996,600

資本剰余金 1,460,517 1,460,517

利益剰余金 2,978,836 3,005,541

自己株式 △53 －

株主資本合計 5,435,900 5,462,659

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,832 18,723

為替換算調整勘定 △35,355 △19,555

評価・換算差額等合計 △30,523 △832

純資産合計 5,405,377 5,461,826

負債純資産合計 11,979,471 11,791,115
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 9,253,101 11,005,735

売上原価 7,838,716 9,356,451

売上総利益 1,414,384 1,649,283

販売費及び一般管理費 1,525,416 1,400,586

営業利益又は営業損失（△） △111,031 248,697

営業外収益   

受取利息 2,653 2,548

受取配当金 13,067 13,616

為替差益 95,169 －

投資有価証券割当益 － 6,098

その他 23,141 6,882

営業外収益合計 134,032 29,145

営業外費用   

支払利息 20,968 19,472

為替差損 － 63,324

貸倒引当金繰入額 － 10

その他 747 2,252

営業外費用合計 21,716 85,058

経常利益 1,284 192,784

特別利益   

固定資産売却益 291 －

投資有価証券売却益 － 36

貸倒引当金戻入額 24,339 933

特別利益合計 24,630 969

特別損失   

固定資産除却損 1,418 9,006

減損損失 4,555 －

投資有価証券評価損 12,969 －

特別損失合計 18,943 9,006

税金等調整前四半期純利益 6,971 184,748

法人税、住民税及び事業税 28,361 176,527

法人税等調整額 △39,585 △124,185

法人税等合計 △11,224 52,341

四半期純利益 18,195 132,406
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（第３四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 3,095,058 3,689,357

売上原価 2,614,487 3,223,468

売上総利益 480,571 465,889

販売費及び一般管理費 454,524 530,866

営業利益又は営業損失（△） 26,046 △64,976

営業外収益   

受取利息 297 1,214

受取配当金 512 501

保険解約返戻金 － 3,306

助成金収入 6,872 －

その他 1,722 1,387

営業外収益合計 9,404 6,409

営業外費用   

支払利息 6,689 6,877

為替差損 30,448 48,847

その他 249 252

営業外費用合計 37,387 55,976

経常損失（△） △1,936 △114,543

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 1,653

特別利益合計 － 1,653

特別損失   

固定資産除却損 － 379

投資有価証券評価損 7,709 －

特別損失合計 7,709 379

税金等調整前四半期純損失（△） △9,645 △113,269

法人税、住民税及び事業税 6,374 65,583

法人税等調整額 △7,708 △117,139

法人税等合計 △1,333 △51,555

四半期純損失（△） △8,312 △61,713
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 6,971 184,748

減価償却費 179,056 122,771

減損損失 4,555 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24,727 △6,982

賞与引当金の増減額（△は減少） 92,732 127,248

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 13,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,824 847

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △27,047 4,579

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 3,242

製品自主回収引当金の増減額（△は減少） 13,860 －

受取利息及び受取配当金 △15,720 △16,164

支払利息 20,968 19,472

為替差損益（△は益） △27,799 26,941

固定資産売却損益（△は益） △291 －

投資有価証券割当益 － △6,098

投資有価証券売却損益（△は益） － △36

投資有価証券評価損益（△は益） 12,969 －

助成金収入 △12,136 －

固定資産除却損 1,418 9,006

売上債権の増減額（△は増加） 2,489,244 836,398

たな卸資産の増減額（△は増加） 51,530 △231,042

仕入債務の増減額（△は減少） △1,872,714 △287,362

その他 △105,704 152,582

小計 785,340 953,651

利息及び配当金の受取額 15,492 15,724

利息の支払額 △19,900 △18,620

助成金の受取額 5,195 2,774

法人税等の支払額 △28,114 △95,889

法人税等の還付額 － 15,061

営業活動によるキャッシュ・フロー 758,014 872,702

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △200,000

有価証券の取得による支出 － △200,558

有形固定資産の取得による支出 △85,325 △24,791

投資有価証券の取得による支出 △288,399 △243,263

投資有価証券の売却及び償還による収入 192,000 51,953

その他 △4,552 △11,636

投資活動によるキャッシュ・フロー △186,276 △628,296
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 147,265 278,660

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △7,559

自己株式の取得による支出 － △53

配当金の支払額 △157,773 △158,610

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,508 112,436

現金及び現金同等物に係る換算差額 25,866 △34,796

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 587,094 322,046

現金及び現金同等物の期首残高 1,332,921 1,674,972

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,920,016 1,997,018
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該当事項はありません。   

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品 

(1）ＳＳＰ部門 …………住宅用火災警報器、火災報知設備、超高感度煙検知システム、FM200ガス高速消火

設備、二酸化炭素消火設備、スプリンクラー消火設備、保守点検サービス 

(2）サーマル部門…………半導体製造装置用熱板、温度センサー、デジタル温度調節器、恒温恒湿槽用温度調

節器 

(3）メディカル部門………人工腎臓透析装置 

(4）ＰＷＢＡ部門…………プリント基板の実装組立  

   

 ３ 追加情報 

  「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の

法人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用年

数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可能期

間に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年数を主

として11年から7年に変更しております。  

   これにより従来の方法による場合と比べて、営業利益が「ＳＳＰ部門」で 2,446千円、「サーマル部門」

で 1,393千円、「メディカル部門」で 14千円、「ＰＷＢＡ部門」で 1,911千円減少しております。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品 

(1）ＳＳＰ部門 …………住宅用火災警報器、火災報知設備、超高感度煙検知システム、FM200ガス高速消火

設備、二酸化炭素消火設備、スプリンクラー消火設備、保守点検サービス 

(2）サーマル部門…………半導体製造装置用熱板、温度センサー、デジタル温度調節器、恒温恒湿槽用温度調

節器 

(3）メディカル部門………人工腎臓透析装置 

(4）ＰＷＢＡ部門…………プリント基板の実装組立    

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
SSP部門 
（千円） 

サーマル
部門 
（千円） 

メディカ
ル部門 
（千円） 

PWBA部門 
（千円） 

合計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

   売上高  957,062  244,727  273,680  1,619,588  3,095,058  ―  3,095,058

営業利益  37,331  28,892  5,368  79,548  151,140   △125,094  26,046

  
SSP部門 
（千円） 

サーマル
部門 
（千円） 

メディカ
ル部門 
（千円） 

PWBA部門 
（千円） 

合計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

   売上高  917,690  395,078  397,146  1,979,441  3,689,357  ―  3,689,357

営業利益又は 

営業損失(△) 
 △106,135  65,569  33,035  60,909  53,379   △118,356  △64,976
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前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品 

(1）ＳＳＰ部門 …………住宅用火災警報器、火災報知設備、超高感度煙検知システム、FM200ガス高速消火

設備、二酸化炭素消火設備、スプリンクラー消火設備、保守点検サービス 

(2）サーマル部門…………半導体製造装置用熱板、温度センサー、デジタル温度調節器、恒温恒湿槽用温度調

節器 

(3）メディカル部門………人工腎臓透析装置 

(4）ＰＷＢＡ部門…………プリント基板の実装組立  

３ 追加情報 

  「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度 

の法人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用

年数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可能

期間に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年数を

主として11年から7年に変更しております。 

 これにより従来の方法による場合と比べて、営業利益が「ＳＳＰ部門」で 7,328千円、「ＰＷＢＡ部門」

で 5,724千円減少し、営業損失が「サーマル部門」で 4,194千円、「メディカル部門」で 74千円増加して

おります。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品 

(1）ＳＳＰ部門 …………住宅用火災警報器、火災報知設備、超高感度煙検知システム、FM200ガス高速消火

設備、二酸化炭素消火設備、スプリンクラー消火設備、保守点検サービス 

(2）サーマル部門…………半導体製造装置用熱板、温度センサー、デジタル温度調節器、恒温恒湿槽用温度調

節器 

(3）メディカル部門………人工腎臓透析装置 

(4）ＰＷＢＡ部門…………プリント基板の実装組立  

  

  

  
SSP部門 
（千円） 

サーマル
部門 
（千円） 

メディカ
ル部門 
（千円） 

PWBA部門 
（千円） 

合計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

   売上高  3,833,060  569,487  638,519  4,212,033  9,253,101  ―  9,253,101

営業利益又は 

営業損失(△)  
 107,948  △15,751  △38,311  166,123  220,009   △331,040  △111,031

  
SSP部門 
（千円） 

サーマル
部門 
（千円） 

メディカ
ル部門 
（千円） 

PWBA部門 
（千円） 

合計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

   売上高  2,810,152  1,102,979  1,031,282  6,061,320  11,005,735  ―  11,005,735

営業利益又は 

営業損失(△)  
 △32,913  210,486  117,022  291,334  585,930   △337,232  248,697
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

 (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．中国とは中華人民共和国であり、香港を含んでおります。 

３．追加情報 

   「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年

度の法人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の

耐用年数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使

用可能期間に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐

用年数を主として11年から7年に変更しております。これにより従来の方法によった場合と比べて、営業

損失が「日本」で 5,766千円増加しております。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．中国とは中華人民共和国であり、香港を含んでおります。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

  

 (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．中国とは中華人民共和国であり、香港を含んでおります。 

３．追加情報 

   「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年

度の法人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の

耐用年数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使

用可能期間に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐

用年数を主として11年から7年に変更しております。これにより従来の方法によった場合と比べて、営業

損失が「日本」で 17,322千円増加しております。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．中国とは中華人民共和国であり、香港を含んでおります。 

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 
（千円） 

中国 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
(千円)  

連結 
（千円） 

 売上高  2,472,865  938,511  3,411,377  △316,318  3,095,058

 営業利益又は営業損失(△)  △39,002  37,342  △1,659  27,706  26,046

  
日本 
（千円） 

中国 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
(千円)  

連結 
（千円） 

 売上高  2,896,329  1,218,049  4,114,379  △425,021  3,689,357

 営業利益又は営業損失(△)   △97,764  34,704  △63,060  △1,916  △64,976

  
日本 
（千円） 

中国 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
(千円)  

連結 
（千円） 

 売上高  7,695,757  2,369,451  10,065,208  △812,107  9,253,101

 営業利益又は営業損失(△)  △304,597  87,050  △217,546  106,514  △111,031

  
日本 
（千円） 

中国 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
(千円)  

連結 
（千円） 

 売上高  8,575,465  3,668,576  12,244,041  △1,238,306  11,005,735

 営業利益  135,495  123,271  258,767  △10,069  248,697
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前第３四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・・・・・中華人民共和国(香港を含む)、タイ、韓国、台湾、シンガポール 

(2)その他の地域・・ドイツ、イギリス 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・・・・・中華人民共和国(香港を含む)、タイ、韓国、台湾、シンガポール、インド、

パキスタン 

(2)その他の地域・・ドイツ、イギリス 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

〔海外売上高〕

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,019,341  153  1,019,494

 Ⅱ 連結売上高（千円)   ―  ―  3,095,058

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 32.9  0.0  32.9

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,295,733  165  1,295,899

 Ⅱ 連結売上高（千円)  ―  ―  3,689,357

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 35.1  0.0  35.1
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 前第３四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

  

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・・・・・中華人民共和国(香港を含む)、タイ、韓国、台湾、インド、シンガポール 

(2)その他の地域・・米国、オランダ、ドイツ、イギリス、スウェーデン 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・・・・・中華人民共和国(香港を含む)、タイ、韓国、台湾、インド、シンガポール、

マレーシア、パキスタン、サウジアラビア 

(2)その他の地域・・オランダ、ドイツ、イギリス 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

該当事項はありません。  

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  2,539,871  1,054  2,540,925

 Ⅱ 連結売上高（千円)  ―  ―  9,253,101

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 27.5  0.0  27.5

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  3,874,852  910  3,875,763

 Ⅱ 連結売上高（千円)  ―  ―  11,005,735

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 35.2  0.0  35.2

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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（訴訟について）  

 当社は、松島電気工事株式会社から、平成22年３月31日付けで住宅用火災警報器の不具合による取替工事等に要

した費用として長野地方裁判所に47,245千円及び金利等の損害賠償を提起されました。 

   

４．補足情報
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